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1930年代朝鮮内労働力移動について
松 永 達
1は じ め に
日本 は.日 露 戦争後.朝 鮮1)を植 民地 化す る過程 にお いて,土 地所有関係 の
改 革に着手 し,1910年の 「日韓併 合」 の直 前 よ り土 地調査事業に乗 り出した。
これ によって.朝 鮮人民 の反対闘 争に直面 しつつ も,従 来の朝鮮の封 建的土地
保有 や,旧 来の慣習的 な小作農 の耕作権 を廃止 して地主 ・自作農 の土 地所 有権
を確 立せ しめた。 この基盤の もとで,朝 鮮 は 日本へ の米供給地 と.しての役 割を
担 わされ るようにな り,こ の役割 は1920年か ら開始 され た産 米増殖計 画に よっ
て強化 され た。 この過程 において朝鮮 の農 村内 では大規模 な農民層分解が発生
し,膨 大 な過剰人 口が農村 に堆積 す ることとな った。 この結果,朝 鮮か ら 日本
・満州への大量 の労働力移動が起 きる ようにな る。
大恐慌 を経て,1930年代 よ り,こ の労働力移動 に,朝 鮮 内におけ る大量 の移
動 とい う新 たな形が加わ った。 こ うして朝鮮 内で も都市人 口が急増す るのに伴
って,新 たに都 市において都市雑業層2>が膨張す るよ うになった。 第二次大戦
後,多 くの 「周辺」9》諸 国で見 られ た現 象が;朝 鮮半島では1930年代 よ り見 ら
1)以 下,地 名はすべて 当時 の呼称 を使用 した。 「朝鮮」は朝鮮半 島全域,「 満州」 は戦 前の中国
東北地方 「京城」は戦前の ソウルを指 す。 本文ではそれぞれ 「 」は省略 した。 また,戦 前 か
ら引 き続 いて現在 も使 われてい る地名 も,そ の指 す範囲が変化 してい る場合が あるが,本 文 中の
地名 の指す 範囲はすべて当時の もので ある。変化が 大 きい場合 は注を付け てある。
2)京 城府 の都市雑 業層の実態につい ては資料③ に詳 しい。 この分析に関 しては,拙 稿 「1930年代
の朝鮮 にお ける都 市の構 築 と生成」r経 済論叢』第147巻第4・5・6号,ユ99ユ年を参照 されたい。
3)こ の 「中 心」・「周辺」 は,こ こではそれぞれ く資 本主義が卓越 して いる地域〉・<資本主義 が卓
越 してい る既存 の地域 に比べて相対的に資本主義が卓越 し『⊂い ない地域〉 との意 味で使われてお
り,世界 システム論的 な枠組 みは ここでは考 え られ てい ない。 しか し,両者 の間での くもの〉の
交換に よ り分業が始 まる と,内部 での生産が互い に関係付 け られ るよ うにな り,それ ぞれが関係
概念で表 されるよ うに なるのであ る。
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れ たのであ る。第二 次大戦後,「 周辺」地域の多 くが宗主国か ら独立 を勝 ち取
って国民国家 を樹 立 して,宗 主国 に従属 しない 自立経済 の確立 を模索 した。 し
か しこの 「周辺」 国の模 索 とは裏腹 に,「 周辺」部経済 の世界市場 への統合 は
未 曽有の進度で進行 した。既 に戦前 か ら,「 周辺」諸 国 ・地域 は 「中心」の原
料 ・販売市場 と して位置付 け られ ていたが,そ れに加 えて,「 中心」 の資本 に
よる工業投資 も活発 にな った。 この 「中心」 か らの投 資は 「周辺」 の 内部 での
労働力移動 の引 き金 とな ったので ある。既 に 「周辺」 の農村 では,商 品経済が
浸透 して旧来 の封建 的生 産関係が緩 み,農 民の土地か らの分離が進行 して,大
量 の過剰人 口が堆積 していた。 この大量の人 口が,工 業化 の開始 とともに,工
業や その他 の都市 的雇用 を求 めて,大 都市 に流れ込 んだ のであ る。 しか し,こ
の大量 の人 口流 入は,正 式 な雇用関係 の もとにある賃金労働者 に対す る需 要 を
大 き く超 え る もので あった。 この 吸収 しきれ なか った人 口は,小 営業 や 日雇労
働 に代表 され る大量 の都市雑業層 を生 み出 し,こ れ が 「周辺」 の大都 市の雇用
の なか で大 きな比重 を占めるよ うにな った、 これ ら都市雑業層 の存 在 は.「周
辺」 内にお いて賃金低下圧力 とな り,こ うして資本 一賃 労働 関係 の 生 ま れ、た
「周辺」 を,「 中心」は 自身 の蓄積 のために さらに利用 す ることが可能 になっ
た ので あるの9
当然 の ことなが ら,戦 後 の 「周 辺」 諸国 と類似 した現 象が見 られたか らとい
って,そ れ をま った く同一の基盤 に帰 す ることは できない。戦前 の朝鮮43:,戦
後 の 「周辺」諸 国 と違 って国家主権 を持た ない植民地 であ り,何 よ りも日本 め
戦 争遂 行のため,円 プ ロヅクの もとで経済的 に も軍事的 に も 日本 に とって重
要 な役 割 を担わ され ていた のである。 しか し,以 下本論 で示 され るように.そ
の類似 した現象は,あ る程度 は同 じ基盤 の もとにあ ると考 え られ る。 さ らに何
よ りも,こ の新 しい現 象が1930年代 に入 って朝鮮 で登場 した とい う意 味 で,
1930年代は,一 般 に指摘 され るように当時の 「中心」 諸国に とって転換期であ
ったのみ な らず,朝 鮮 に とって も大 きな転 換期 であ った と考 え られ る。
4)周辺部の過剰労働力を一国経済の枠組に限定しない議論については,(森田1987p.46)参照。
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しか し,今 ま で の 朝 鮮 植 民 地 の 研 究 は1920年代 ま で を取 り扱 っ た も の が 多 くド
そ れ に 対 し て1930年代 の 研 究 は 比 較 的 少 な く.さ ら に 朝 鮮 内 の 労 働 力 移 動 を 取
り扱 っ た も の は 数 少 な い5)。 労 働 力 移 動 に 関 し て は,強 制 的 に 行 な わ れ た 側 面
も強 か っ た 朝 鮮 か ら 日本 へ の 移 動 が し ば し ば 強 調 さ れ る が,そ の 朝 鮮 か ら の 労
.働 力 の 輸 出 に 加 え て,そ れ と は 逆 方 向 の 動 き の,日 本 か らの 資 本 輸 出.す な わ
ち 日本 か ら朝 鮮 へ の 工 業 投 資 も1930年代 に 入 っ て 盛 ん に な り,こ れ に 伴 う朝 鮮
内 で の 労 働 力 移 動 も広 範 囲 に 見 ら れ た の で あ る 。 朝 鮮 か ら見 る と,労 働 力 の 輸
出 と資 本 輸 入 が 併 存 し て い た の で あ っ た 。 こ の 結 果,こ の 時 期 の 朝 鮮 か ら は.
〈日本 ・満 州 ・朝 鮮 内 の 都 市 〉 の 三 つ の 地 域 へ の 重 層 的 な 労 働 力 移 動 が 起 こ つ
5)ユ930年代の朝 鮮の労働力移動 の研究 として(堀1986)が ある。 この研究は朝鮮 におけ る農民
の土地 か らの分離,賃 労働者の形底過程及 びそれに伴 う朝鮮 内都市 ・満州 ・日本へ の労働 力移動
を分 析 してい るもので,こ の論文 の第2節 の中の20年代の賃労働者の形成 に関す る と こ ろ は,.
この研究 に負 うところが大 きい。 しか し,堀 氏は 「農 業か ら非農業への移動 を引 き起 こした」 の
は 「鉱 工業を中心 とす る広義の資本主義的生 産の発達」 によ り 「農業従事者 との間 の賃金 ・生活
水準の格差が拡大 したか らであろ う」 とされ,「 大量流 出の要因は,単 なる飢餓流 出だけではな
く,新 た な労働 力需要 の発生 に よる経 済的 メカニズムをも重視す べ きである」(p.82)と述 べて
お られる。確かに,少 な くとも近代的雇 用関係に基 づ く常雇の工場労働者 な らば,農 業従事者 と
の間で 「賃金 ・生活水準 の格差 が拡大」 したであ ろう。 しか し,移 動先 の様 々な労 働形態 のなか
で,重 化学工業の正式 な雇用 関係にある労 働のみが全体 を規定 してい るわけではない。 この種 の
雇用で吸収で きる労働者 は全体 の一 部に過 ぎず,こ れだ けで は爆発的 な都市人]の 増大を説明 で
きない。重化学工業 化は労働 力移動 の契機 にはな ったが,そ れを一義 的に規定 したのではない と
考 えられ る。北部 ほ どには重化 学工業 化が進 まなか った京城府周辺 の方 が人 口流入 は激 しか った
ので ある。1930年代 の朝鮮 内で担われた労働の様相,す なわ ち朝鮮人労働者 が位置 付け られた分
業体系は,都 市 によ って大 きく相違 してい た。特 に京誠 府では,「 新 たな労働 力需 要の発生」 を
前 提 にす ることが で きない労働 者が多 く,こ の結果,都 市雑 業層 が著 しく拡大L,ま た失業率 も
高か ったが,そ れ で も京城府 への流入は続いたg「 広義 の資 本主義的 生産の発 達」は新た な階層
化 ・分業 の細分化 として現 われ,新 たな都市構造 の相違 を惹起 し,い わゆ る近代的雇用 と共に,
それ と密接 な関連 を持つ都 市雑 業層 も生み 出 した と考 えられる。 なお(注11)も参照 され たい。
このはか朝 鮮の労 働力移 動の研究 として,IreneB.丁己euberやG.T.Trowaltha&W.
Zelinskyの研究が挙げ られ るが,い ずれ も堀氏 の研究 を超 えるものではない。Taeuberの研究
は人 口学的立場 に立 った もので,経 済の変動 に基 づいた人 口の社 会移動 についての分 析 に 加 え
て,当 時 の朝 鮮の死亡率や 出生率の叙述 に特色 があ り,人 口増加の なかで 自然増の 占める部分 が
明確 に示 され ている。(Taeuberユ944,1946)は主 に1935年以前 の国勢調査 に基づ いてい るが,
(Taeuber1950)と(Trewartha&Zelinsky1955)は1940年の国勢 調査結果 要約 を資料 に使 っ
て お り,1930年代後半 さらに激化 した朝鮮 内の都市人 口増大が分析 されてい る。地理学の視点 に
よるT【ew町田a&Ze】inskyの研究は,地 域的 な分析 に詳 しく,労 働力の供給地 と受入地 をそ
れ ぞれ明 らかに してい る。 しか しこの研究 もTaeuberの研究 も共 に,移 動の要因 を重化学工 業
化一 般に帰 してお り,移 動先 で担われ た様 々な労働形 態や,移 動 に よる朝鮮 の社会経済構造 の変
容 は言及 され ていない。
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た。 この三 つの地域 で担 われ た労 働は それぞれ性格が異 なってい た。 これ は,
1930年代に入って束 アジ アが円ブ ロックへ と編 成 されて い くのに伴 ってブ ロッ
ク内で分業体制 が細分化 され,深 化 してい くことを示 してい ると言 える。
以下,本 論 では,1930年代 の朝 鮮内労働 力移 動 を主な分析 の対象 とす る。時
期 を1930年代 に限定 したのは,1940年頃か ら戦 争の影響 が濃厚に なるにつれて,
朝鮮 におけ る労働力移動 も,強 制 連行6)や軍隊組織 への動員 などの特殊性 によ
って規定 され る側面 が強 まるか らであ る。 本稿 では,最 初に労働 力移動の基盤
と して の朝鮮 の農村 の貧 困について述 べ,ま た前史 として1920年代の労働 力移
動 に も触れ る。 そのあ とで,本 論 の1930年代におけ る朝 鮮内の労 働力移動 の分
析 を行 な う。それ と ともに,そ れ を生 み出 した植民地におけ る工:業化 の意 味,
及 び日本の植民地支配 によって朝鮮半 島が 蒙 った影響 について,こ の労働 力移
動 の側面か ら考 えて みた い。
亘夏 労働力移動の背景一 農民層分解一
朝鮮 の労働力移動 の背景 となったのは,苛 酷 な規模 で進行 した,朝 鮮農 民の
土地 か らの分 離 であ った、 このメカニズムの解 明目体 は本稿 の 目的ではない。
ここでは,特 に資本投入が この農民層分解 に果 た した側面 に簡単 に触 れた後,
農 民層分解 の実態 を見 ること とす る。
1920年代の朝鮮経済 を規定 した のは米作 を中心 とした農業 であ ・.た。そ して
米総生 産高 の三 ・四割は 日本 国内に向 け られ ていた7>が,こ れは,旧 来の農村
の余剰生 産物が 日本 に輸 出された ことを意 味 しない。 まず,伝 統 的な農業 生産
の基 盤が 日本 向けの輸出 に適す るよ うに変革 され,そ の基盤 に立 って米生 産が








す ぐに土地所有関係 の改革 に着手 した。 一方 日本 国内では次第 に工業化が進展
し,米 需要が拡大 した。 これ への対応 として,日 本は朝鮮 を自国への米供給地
として位置付 け,1920年か ら産 米増殖 計商8)を実施 して,灌 漑改善 を中心 とす
る土地改 良事業 を大規模 に行 な った。当初 は円滑 に進 まなか った この計画 も,
1926年か らの更新 計画 の実施以降ほ,大 恐慌までは比較的順調 に進行 した。 こ
の計画 には莫大 な資 本を必要 としたが,そ の主た る源泉は,大 蔵省預金部 か ら
の借 入れや,朝 鮮殖産銀行及 び東洋拓殖株式会社 の 日本 国内での債券発行 な ど
を通 じた資金調達であ った。そ して,そ の資金 は,末 端 の農村 に設 立 された水
利組 合に貸 し付け られ,そ の債務は最終的 に組合費 として個 々の農 民が負担 し
た。
この組合費は,当 初 の期待収益 の算定 では負担 可能 な額に設定 され てい た。
しか し米価格 の変動や反収増 の低 さに よ り,予 定 の収 益が得 られ ない場合 が多
く,こ の債務負担 は,農 民 に大 きな圧迫 とな って現われ た(羽 鳥1985)。一
方担保物件 に恵 まれ た大地主 には低利 で資金が直接 貸 し付け られ た。 これ に よ
り債務負担 に耐 えられ ない零細農家 が没落す る一方 で,大 地主 に土地 が集 積 し
た結果,小 作農 が急増 して農 村に大量 の過剰労働力 が堆積 した。 このため朝鮮
農村 では,「 小 作地借 入れ をめ ぐる小作農 間の激 しい競 争が展開 レ ・・…小 作料
水準 は小作農の 肉体的再生産 を不可能 にす るほ どにまで引 き下げ られ た(松 本
1988p,102)」。一方 で地主の一部 は.こ の ような状況下 での 「小 作農 経営の不
安定 性 を資金や生産手段 の前貸 ・・…・に よって補 うことで米穀 生産=小 作料収入
増 を実現 させ(松 本1989p,103)」た。 こうして地主 一小 作関係が強化 され
た結果,ユ928年には 自小 作農 が全 農家 の32弩.小 作農が46%を占めるに至 り,
これほ どまでに激 しい農 民層 分解 は,当 時 「世 界 でほ とん ど他 に類 を 見 な い
(Ladejinsky1940p.111)」と言 われ た。 この よ うに農民層分解が進展 した様
子 は表1に 示 されてい る。,
産米増殖 計画 に よ り大 規模 に資本が投入 され た地域 は,土 地 が平坦 で気温.も
8)産米増殖計画の背景とその実施内容については(河合1986)にて明らかにされている。
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表1各 農家戸数変化

























1930構成比(%) 3.0 17.9 31.7 47,5
(出典)朝 鮮小作年報(昭 和12年)p.ユ48・149
(注)1916年の戸数 を100として経年 の戸数 変化を表 している。
表2地 域 男U4、作 農 増 力ロ
平 均 思 北 恵 南 全 北 全 南 慶 北 慶 南 威 南 威 北 平南
13714311614115114114713098109
46.553.158.270.744,241.153.219.110、330,0
上 段:1916年を100とした1930年の 農 家 戸 数 の値
下 段=1930年の 各農 家 総戸 数 に対 す る小 作 農 家 の割 合(%)



















高 く,米の生産に適 した朝鮮半島の中部 ・南部が中心であった。 このため朝鮮
の農民層分解は地域によって大きな差が生まれた。冷涼で平地に乏 しい北東部
の威鏡道9)などと比べて,中 部 ・南部の農民層分解は激 しか った。表2を 見る
と,破線 より左の中部 ・南部 では農民層分解が進行 して小作農1。)率が高く,破
線の右側の北部ではあま り農民層分解が進展していない ことがわかる。
9)当 時の威鏡道北部 ・平安 北道北部は,現 在 は両江道 ・江界道 とな.フている。
10)これ らの小作農 の数字 には作 男な どの農業労務者 も含 まれてい る場 合がある。(澤 村 ユ938)
に よると農耕従業者 を自家労務 者 と家族 外労 務者に分け たとき,後 者 の割合が高 いのは,小 作農
率 と同じく,中 南都地域 である。 これ も中南 部地域の農 民層分解の激 しさを示 す ものである。
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この朝鮮 農村 の貧 困は大恐 慌 によ りさ らに激化 した。大恐慌後,農 産物価 格
は表3に 示 され るように低迷 を続 けたため,農 家収 入は大 きく減少 した。現在
収入の減少 と将 来の期待収益 の低 下に よ り,貧 困の進む中 で もともと累積 して
い た農家負債 の返済 が さらに困難 に なった。
この よ うに農 民層分解 が朝 鮮農 村で進展 したが,そ の帰結は大恐慌 の前後 で
違 った様相 を見 せた。大恐慌 以前 の1920年代では.小 作農や農業労働者が増加
した ものの,農 業以 外の賃労働者 は,日 雇 人夫 や戸 内使 用人 な どの職種 に見 ら
れ るの みで,ご く限 られ た存在 であ った ことが,(堀1986)に よって明 らか
にされ た11)。これは,朝 鮮 の農村 に この時期堆 積 した膨大 な過剰人 口を朝鮮 内
で 吸収す る場所 が欠如 していた ことを示 してい る。 こ うして,そ の膨大 な過剰
人 口の一部 が満州 ・日本 へ移動 したのであ った。大 恐慌後 の1930年代 では,こ
の移動 に加 えて,新 たに,第4節 で示 され るように朝鮮 内での労働力移動 も活
発 になる。 この分析 が本稿 の主眼 であ るが,1930年代 との対 照のた め,1920年
代 の満州 ・日本 への移動 につ いて次節 で簡 単 に述べ る。
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第2節 で示された ように,1920年代は堆積した過剰人 口を朝鮮内で吸収する
ことはできなか った。これは,この時期の日本の朝鮮への投資が,その過剰人口
の堆積の原因 となッた農学投資に集中していたためであった。資本投入が労働
力を吸収せず,逆 に労働力過剰化の引 き金 となったと考 えられるのであるpこ
うしてその過剰 となった労働力の一部は日本,満 州へと移動 した。この移動先
で担われた労働は 日本 と満州では大 きく相違 していた。まず満州への移動 につ 、
いて概観する。満州在住朝鮮人労働者の総数の正確な把握は当時から容易でな
かったようであるが,外 務省亜細亜局の資料が引用されている資料②によると,
11)このよ うに賃 労働者形成 が未熟 な理 由 として,堀 氏ぽ 「近代 的雇用機会 の少 なさ(f1986p.
74)」のみ を挙げてお られ る。 しかし都市雑 業層の形成 に見 られ る ように,い わゆる近代的 雇用
機 会が少な くて も賃労働ば形成 され うる。現在 の 「周 辺」で一 般 に見られ るこの状況 が,第4節
で示 されるよ うに朝鮮で も大恐慌後 に現 われ たので あった。
46(46)第 ユ47巻第1・2・3号
1930年末現在 で607,119人とな ってい る。 この うち朝鮮北東部 と隣接 して い て
歴史的 に朝鮮 と関係 が深 い間島地 域が全体 の約2/3を占めていた。 そ して こ の
満州へ の移住は ほ とん どが農 業移 民であ った。 また,同 じく資料(2)の27,567戸
対象の職業調査 では,農 家 が22,156戸とな ってい る。す なわ ち多 くの人 は農業
移民 として満州 に移動 したのであ る。 そ してその多 くは中国人地主 の もとで小
作人 となってお り,こ の地主一 小 作関 係は強固であ ったが,移 住 農民 の耕 作面
積 は朝鮮 での平均 の2～4倍 あ った(Lee1932p.203)。
次 に 日本 への移動 につ いて概観 す る。上 と同 じ資 料(2)によると,1930年末現
在 で 日本国 内在住総数 は286,674人で,ス トックとしては満州 への移動 の 約 半
分 の規模で ある ことがわ か る。 しか し,渡 航者 の数 は1923年か ら1930年にか け
て毎年9万 ～16万人 台を推移 してお り,ま た帰 還者 の数 も毎年7万 ～11万人 台
を推移 して いた。 日本へ の移動 は満州 への移動 と違 って出稼 ぎ移民 と しての性
格が濃か ったの である。 日本 に渡航 した朝 鮮人 労働 者は,主 に建 設業 ・工場 内
の単純作業 な どに従事 していた。資料(2>によると,日 本 の渡 航先 は大阪が最 も
多 く,次 い で東京 ・愛知 ・福 岡 ・兵庫 とな ってい る。 この時期 日本国 内は不況
で多 くの失業者 を抱 えて いた ため,朝 鮮総督府 は朝 鮮人 労働 者の 日本への渡航
規 制 を行 なって いた艮2)が,これ で も,密 航 ブローカーに よる渡航 を抑 えること
は できなか った。 このよ うに朝鮮 か ら日本 への労働 力移 動が続いた理 由 として
は,朝 鮮人労働者の 多 くは 日本 の労働市場 で底 辺に位 置付け られ た ものの,そ
れ で も同一職種 で朝鮮 よ りも高 い賃金 が得 られ た ことが挙げ られ る(堀1986
p.89)。この朝鮮か ら日本へ の労働力移動 自体 は,1940年に強制 連行 が始 ま る










新 た に朝鮮内で も広範囲 に労働力が移動す るよ うにな った結果,朝 鮮 に関わ る
労働 力移動全体 としては,こ の時期か らその形態が大 きく変化 したのであ る.
IV労 働 力移 動一1930年代一
(1>前提 としての工業化
1930年代 に世界 をおお った大恐慌 は,朝 鮮に も大 きな影 響 を及ぼ した。結果
的 に大 恐慌は朝鮮 にとって も大 きな転換期 とな った と言 えるのであ る。 この大
恐 慌の影響 として,大 き く分 けて二つ の ことが挙 げ られ る。 まず,よ り直接的
な影響 として挙げ られ るのが,先 に述べた米価格 の低落 であ る。 これ は,米 生
産 に特 化 していた朝 鮮経 済に大 きな影 響 を与 えた。産米増殖計画 による米生産
へ の資本投 入において算定 されていた採算 ラインは籾一石 当た り10～12円であ
ったのに対 して,実 際 の籾卸 売 り価格 は,1925年は15円で あった ものの,1928
-30年には10～11円.そ して31年には6円 台にまで低下 した(羽 鳥1985p,
139)。この影響 は地主 を含むすべ ての農家 に及 んだが,と りわけ経営基盤の弱
い中 ・下層農民 は大打撃 を蒙 った。 こうして,も ともと貧困に喘 いでいた農民
g出 稼 ぎ ・離農 が さ らに促 された と考 え られ る。 こうして大恐慌 は,ま ず,そ
れ まで に存在 していた基 盤に対 して影 響 をあたえた。
さらに大 恐慌 は,朝 鮮 半島 に新 しい状況 をつ くりだ した。1920年代後半 か ら
始 ま った北 部の電力地帯 に中心 とした地域への重化学工業の投資 が大恐慌鋒 さ
らに活発 になったのであ る。 この北部 電力地帯 に限 らず,他 の地域 に も工業投
資 が活発 に行 なわれ,投 資内容 も広が りを見せた。豊富 な電力資源 を利用す る
化学工業 に とどま らず,紡 績工場 な ども朝 鮮内に建 設 されたので ある。
この よ うに大恐慌後工業化 が積極的 にな った要 因 としてい くつかの ことが挙
げ られ る。大恐慌後 の1930年代は,し だいに世 界市場 が解体 され,各 国が ブロ
ック経 済の もとに再編 されて いった時代 であった。 日本 も大恐慌後,以 前 のよ
うな国際分 業体 系の なか に自国 を位置づけ るこ とが次第 に困難 になった。 日本
は.名 和三 環節 論に示 され るように(名 和1948),低 賃金労働力の もとで 軽
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工業部門 を肥大発展 させ て、 アメ リカへ生 糸,英 帝国内へ綿製品 を輸出 した う
えで,ア メ リカか ら綿花 ・機械 を輸 入 し,英 帝国か らは重工業原料 を輸入 して
日本国 内で重:工業製 品を生産 し中国 ・満 州に輸出す るとい った国際分業体系 の
中 にあった。 しか し,大 恐慌後 は,こ の循環 が次第 に困難 になった。 これは.
まず,金 輸 出再 禁止後 の為替 低落に よ り輸入品価格が騰貴 した こ とに端 を発 し
た13)。こうして 日本は,「 帝国」 内で生産力 を伸ばす必要 に迫 られ たのである。
さ らに 日本 な どの後 発資本主義諸国は,自 国 のブ ロック経済圏 を拡張す るため
軍 事行動に乗 り出 した。 日本は満州 ・華北へ と軍隊 を進 めて 自国の勢 力範 囲を
拡大 しよう とした。 この軍事行動 において,中 国大陸 と陸続 きの朝鮮半島は,
日本 に とって戦略的 に重要度 を増 した。朝鮮半 島は後 方で物 資 を供 給す る 「大
陸兵站基地」 の役割 を担 わされ る ようにな った。 こ うして朝鮮で も軍需向 けの.
工業製品 の生産が行 なわれ るようにな った、朝鮮の工 業化は 「軍事工業化」 と
しての性格 も強 か った(河 合 ユ985p.28,33)。
それ ゆえ,豊 富な電 力 ・鉱物資 源お よび労働力 を低廉 な価格 で調達す ること
が で きた朝鮮半 島に対 して工 業投 資が盛 ん.になった ので ある。 当然 の ことなが
ら,こ の生産要 素賦与 条件 は大恐慌以前か らも存在 して いた。 しか し,そ の条
件 の存在 が大 きな意 味 を持 ちは じめた のは,大 恐慌後 の 日本 が新 たな分業体制
の構築 を必要 とす るよ うになってか らである。生産要素賦与条件 自体 が朝 鮮の
工 業化 を決定 したの では なか った。
また,朝 鮮で安い剰働 力を得 られた とい うことには.企 業 に とって労働 者の
雇用条件が有利 であった とい うことも含まれ る。 この ことは大恐 慌の頃か らよ
り鮮 明にな った。 日本国 内ではユ926年7月の改 正工場法 施行 によ り,一 定 の調
整期間 を経 たのち,1930年前後 よ り女 子深 夜業 が禁 止 された。 また労働時間 の
規制 も強化 され,紡 績業 の場合 就業 時間は従 来の11時間(う ち休憩1時 間)
か ら9時 間(う ち休 憩半 時間)に 短縮 された(高 村1987p.176)。こ うして
13)も っと も為替低 落に より,1937年までは,英 帝国向 けを中心 に綿製 品の輸 出は増 加 を見せた。












日本国 内では徐 々に労働者 の保護 が進 め られてい ったが,こ のよ うな労働者保
護策 の進展 も,「 中心」 と 「周辺」 の差 異 を拡げ.そ の関係 を強化 させた ので
ある。朝鮮 には この工場法 が適用 され なか ったため,企 業 に とっては労働者 の
雇用条件 の面 で 日本 と差 が生 じる結果 とな った。大紡 績会社が積極的 に朝鮮 に
進出 した の も,こ の有利 にな った雇用条件 が背景に あった。 これ につ いて はま
た後 に述べ られ る。 このほか,日 本 国 内で1931年に制定 され た重要 産 業 統 制
法14)が朝鮮 では1937年まで適用 され なか った ことも,日 本 国 内か らの直接投資
を促進 した として しぼ しぼ指摘 され る(朴1973p.118・小林1975p.84～
85)。
以上 に見 られ るよ うに,朝 鮮 の工業化 は,日 本 での大恐 慌後 の国家 による経
済過程へ の介入強化 と深 くか かわ っていた。 日本 も含めた 「中心」 諸国は,大
恐慌後,ま ず金本位制 を停止 してそれ までの国際分業体制 に終 止符 を打 った。
そ して管理通貨制 を確立 して,ブ ・ック内での分業 による生 産に移行 した ので
ある。 このブ ロック内での分業体制 の強化 は,同 時 にブ ロック内 での 「中心」
と 「周辺」の差異 を拡げ,そ の関係 を強化す るもの であ った。 日本で見 られ る
よ うに,一 方 では,労 働者 の保護立法 ・産業組織 の統制法 を制定 して 自由競争
の弊害 を緩和 し,国 内での分配 をあ る程 度保証 しよ うとした。 これ らの規 制 に
対 して,企 業は規制 の及 ばない地域 を求めて朝鮮 に投 資 を行 なったの であ る。
さ らに朝鮮 では低廉 な電力 ・鉱物資源 を利用す ることがで きた。 こ うして朝鮮
に進出す る ことで,企 業 は,日 本 国内で期待 で きる以上 の利 潤の実現が可能 に
なった。 この労働者保護立法 のない 「自由地域」 での利 潤の実現は,後 に詳 し
く述べ られ るよ うに,朝 鮮 内で貧 困を農村 か ら都市 へ移転 せ しめたの であ った。
「周辺」の工業化は 「中心」 の蓄積 に貢献す る一方 で,前 者 には貧困が累 積 し.
逆 に後者 では国 内で分配が あ る程度保証 され るようにな り,結 果 と し て 「中
14)この法 律は.重 要産業の カルテル形成 を促進 する もので,ア ウ トサイ ダーへ の強制 加入 規定 を
持 った強 力なもので あった。 このカルテル形成 に より重要商 品の生産価 格が規 制された。 これは,
「国内市 場におけ る価格機構 の法律 に よる制 限 とい う反 古典 派的政策」 で 「産業組織 の独 占化 に
よる独 占利潤の形成 を公益 の観 点 より制限す る」(橋本1987p.102～3)ものであ った。
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心」 の体 制が維 持 され,強 化 されて い った。
ここで この朝鮮の工業化の進展 を示す表4の 数字 を見 ると,全 生産額 に対 す
る工 業生産額の割.合は1931年を底 に して一貫 して増大 してい るのがわか る。 こ
うして大恐慌か ら景気が回復す るにつれ て工業化 が進展 した ことが見て とれ る。
この工 業化の進展 に伴 って,表5に 見 られ るよ うに,工 業 に従事 す る労働者 の
数 も工業生 産額:と同 じく,大 恐慌か ら景気が回復す るにつれ て増 加 してい るこ
とがわか る。また,建 設労働者や,都 市雑業層が含 まれ る 「をの他有業者」 の
人 口もやや振れが激 しい ものの,後 半 には増大 している。工業投資 の拡大 は,

























(出典)朝 鮮総督 府統計年報 昭和15年p.126
































(注)前 年 比増加率は小数点第二位 で四捨五 入 してあ る。
(出典)総 督府統計年報 昭和15年p.26.昭 和ユ3年p.26
1930年代朝鮮内労働力移動について(51)51
に都市雑業層の拡大 を生む。 この工業人 口や 「その他有業者」人 口の増大 は,1
農 業人 口か らの移転 によって可能 にな った。 これ は,農 村 か ら都市 への人 口移
動 とな って現われた。 こ うして,1930年代 に入 ると,1920年代 か ら続 く日本 ・
満 州への移動に加 えて,朝 鮮内 での移動が活発 にな ったのである。
(2)朝鮮 内移動
朝鮮 内での移動 の様 子 を明 らか にす るた めに,1925年か ら1940年までの朝鮮
の国勢 調査 に よる 「逆 剥人 口の社 会的移動1の 数字 を示 した表6の 数字 を見 て
み ると,い くつかの興 味深 い事実が明 らか になる。 まず,1925～1930の数字 を
見 てみ ると,既 に この時期 か ら,慶 尚道 ・忠清道 ・全羅道 とい った農民層分解
が進展 して農村 に過剰人 口が堆 積 していた地域か ら人 口の流出が見 られ る15)。.
しか し,こ の流 出先 が,朝 鮮 内部 ・日本 ・満 州のいずれであ るか をこの表か ら
明 らか にす るこ とはで きない。一方,北 部 の威鏡 両道では人 口の流入が見 られ



















































































(注)こ の数字 は朝鮮在住 日本人 の数 も含 まれ ているが,こ の割合 は全体の人 口の3%程 度で
安 定 してお り,上記の数字 は朝鮮人 の社 会的 移動 を表 す もの とみ なせるD
ユ5)ここで全 羅北 道が大 きく人 口流入 を見せてい るが,こ の理 由は不 明であ る。
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重要度 の高 ま りによ り鉄道 ・港湾 の整 備が行なわれ るな どで,工 業労働者や建
設 労働者の需要 が増大 したためである。さ らに京畿道で も流入が見 られ るが,
まだ この時期 は のちの時期 に比べ て低 い数 字に とどま ってい る。
つ ぎに1930～1935の数字 を見て みる と,ま ず,朝 鮮全 土で大 ぎな社 会増 を示
してい ることがわか る。 これ は,日 本 ・満 州へ流 出 していた人 口が再 び朝鮮へ
戻 って きたため と考 えられ る10)。これ によ り朝 鮮各道 の数字 も概 ね人 口の流入
を示 してい る。 この数字 は7ロ ーでな くス トックの数字 であ るため,人 口の流
出 を上 回 る流入があ った ことが示 され てい る。 した がって ここで問題 とな る流
出が朝鮮各通か らどれほ どあ った かを示す ことはで きない。 しか しその流 出人
1口の移動先 であ る京畿道 の数字 を見て みる と,朝 鮮 の外 か らの人 口の還流 を考
慮 に入れ て も,そ の人 口流入は前 の五年間 と比 べて非常 に高 い数 字を示 してお
り,こ の頃 より地道 か ら京畿道へ の人 口流入が盛ん にな った と考 え られる。 こ
れ によ り,こ の時期,南 部 地域か らも,朝 鮮外 な どからの人 口流 入を下回 る規
模 に して も,か な りの人 口流 出が あった ことが うかが える。南部地域 のなかで
も慶尚商道 だけは、 トー タルで人 口流 出 を示 してい る。
この傾 向は,次 の1935～1940の数 字 でさ らに 明らか になる。 まず,こ の時期
になる と,朝 鮮全土 で社会減 を示 してお り,朝 鮮か ら日本 ・満州 な どへの移動
が再 び活発 にな った ことを示 してい る。 こうして,再 び慶尚道 ・全羅道 ・忠清
道か らの人 口流 出が,過 去十五年 間最大 の規模 で起 こってい る。 ここでも この
流出が,ど の程度,朝 鮮 内部 ・日本 ・満 州 に分 かれ るか 明らかにす ることはで
きない。 しか し,京 畿道 ・威鏡両道 の数字 を見てみ ると,こ れ もまた過去十五
年間最大の規模 で人 口流入が起 きてい る。 これ は,こ の時期 は前の五年 間 と違
って朝鮮全土 でば人 口は流 出 している こと,朝 鮮 外か らのこれ らの地域へ の人







も移動 が大規模 に起 こった ことを示す もの と言 える。ま た平安商道 の数字 も興
味深 い動 きを見 せてい る。 ここは1925～1930は南部地域 と同 じよ うに人 口流 出
を示 してい るが,1935～1940にな ると人 口流入 に転 じて いる。 この要 因 として
は,1930年代よ り北部 の中心部 の平壌 を抱 えた この地域 で工業化 が進展 した こ
と も挙 げ られるが,後 に示 され るよ うに,こ れ のみ に帰す る ことはで きない と
考 え られる。
これ らの動 きを別 の角 度か ら検 討 してみ る。衷7は 道別人 口の男女 の比 を1






























































































(注)原 資料の数字の小数点二位以下 を四捨五入 した。
まず,南 部 の慶尚道 ・全羅 道の数字 を見 てみ る と,1930年の数字か ら一貫 し
て朝鮮 全土 の平 均の数字 を下 回 ってい るこ とがわか る。 これ は,こ の地域 か ら.
の男性 労働 力の流出が大 きい ことを示 して いる。特 に1940年の数字は みな100
を割ってお り,流 出の激 しさ を示 して いる。 この流 出先 は 日本 ・満州 も含 まれ
るが,先 に述 べた社 会的 移動 の数字が示す よ うに朝鮮 内への移動 も激 しか った
ことが考え られ る。
この ことぽ,北 部 の威 鏡両道の数字 に示 され てい る。 この地域 の数 字は,南
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部 とは逆 に一貫 して朝鮮全土 の数 字を上 回 ってい る。特 に1940年の威 鏡北道の
数 字は,著 しい男性 の超過 を示 してい る。 これ は,威 鏡 両道 への男性労働 力の
流 入が激 しか ったこ とを示 してい る。
一方,京 畿道 は,先 に述べ たよ うに,社 会的 移動 の数 字は威鏡 両道以上 の大
きな流入 を示 してい たに もか かわ らず,男 女比 の数 字は威鏡 両道 に比べて落 ち
着 いた動 ぎを示 して いる。 これ は,京 畿道 は威 鏡両道に比べて女性の流入 も多
い こと,す なわ ち,威 鏡 両道 のよ うに男性 が単身で移動 す るのでは な く,京 畿
道 へは一家 を挙 げて移動 する形態 が多か っ.たことが考 え られ る。 これ は,京 畿
道 と威鏡両道 の人 口流入 の要 因に違いがあ り,し たが って移動先 で担 われ た労
働 もそれ ぞれ性格が違 っていた ことを うかがわせ る。 このこ とは のちに述 べ ら
れ る。
この ことは,流 出 もとの地 域の数字 にも表れ てい ると考 え られ る。 た とえば
忠清北道 は,先 の社 会的 移動 の数 字が示 していた よ うに1930年代後半 に激 しい
人 口流 出が あ ったに もかかわ らず,こ の時期の男女比の数字 は落 ち着 いた動 き
を示 してい る。 これ によ り,こ の地域か らの流 出が,男 性の単身移動 では な く,
一家 を挙げ ての ものであ った ことが伺 える。 この流 出先 は,隣 接 した京畿道 が
多 かったよ うであ る。資 料⑥ によると,忠 清北道の外 に在住 していて忠清 北道
に本籍 を持 つ人 の うち,隣 接 した京畿道 に居住す る人が もっ とも多 くなってい
る。本 籍地 は変 更が可能 なこと,さ らにこの調査 では過去か らの移動 の累 積が
示 され るだけで,1930年代後 半の動 きのみ を取 り出す こ とほ できないな どの制
限 はあ るものの,あ る程 度の傾向は示 され ると考 え られ る。
以上 の道 別に よる検討 によ り,各 地域が人 口の流 出地 と流 入地 に明確 に分 か
れ ていた ことが 明らかに なった。 また,既 に第2節 にお いて,人 口流 出の構造
的 要因の分 析を試みた。次に,人 口の流入先の都市 レベ ルでの検討 に移 り,人
口流入 の構 造の分析 を試 み る。
③ 都市人 口の膨張
193①年代朝鮮内労働力移動について(55)55
表8に 示 され るよ うに この1930年代 には急激 な都 市人 口の増大 が見 られた。
一 方農 村人 口の方は停滞 して お り,自 然増 加に よ り正の増 加率を保 っていた と
考 えられ る。 これか らも,農 村か らの移動 によ り都 市人 口が増大 した ことがわ
か る。 しか し表8は,表 に付 した 注に も述 べ られている ように,集 計の性格上,「
大体の 目安 にしか な り得 ない。 したが って都市 人 口の増 大を的確 に把 握す るた
め には,各 都市別の人 口の推移 の分析 が必要 となる。








出典=資 料(4)・⑦ より作成 した。増加率 は小 数点第 二位 で四捨五入 して ある。
(注)こ こでは便宜上,都 市は府,農 村は郡 の数字 を用 いた。 植民地時代の朝鮮の地方行政単位
は,府 と郡に大別 され,郡 の下 には 邑 と面 が置 かれ た。府は 日本国内の市 に,邑 面は町村 に
大 体相当す る。府の発展に伴 って周辺の 郡部が府 に併 合 されて府の行政区域が拡大す る場合
や,邑 に新 しく府制が布かれ る場合が あるが,こ こで示されてい る数字は調査当時の行政区
域 に よる ものであ る。 また,府 によって は農村的色 彩を持 つ もの,ま た逆 に邑 によっては都
市 的色彩を持つ もの も存在す る、府 は1940年の時点 で20を数え,規 模 はいずれ も人 口3万 以
上 であ った。 こρ うち人 口3万 台の府は二 つあ った。 一方人 口3万 以上の邑 ・面 も北部新興
工 業地 域を中心に1940年には19を数 えた 〔資料(8)による〕。 したが って この表の数字は あ く
まで も目安にす ぎない。
この時期,ほ とん どの都市 が人]の 増加 を示 している ものの,都 市 に よって
人 口増 加の傾向は大 き く相違 して いた。 こ こで主 な都市別 の人 口の趨 勢を示す
と表9の よ うに なる。そ こで示 された都市 の うち,破 線 よ り上 は,1940年人 口
の上位 八都市で ある。数字 を見て みる とい くっ かの興味深 い点が示 され る。ま
ず第一 に,都 市 によって増加 の様相が大 き く違 うことが挙げ られ る。1940年の
府 全体 の平均増 加率 を上 回ってい たの は,全 部 で二十 の府 の うちで六 つの府だ
けであ った。 この六 都市はいずれ も京畿道 か北部 の都市 であ り,ま たその うち
海 州府 を除 く五 つの都市 はすべて人 口が上位七位以 内に入る都市 であ った。言
い換えれば,人 口上 位七都市 は,南 部 の慶 尚道 の二 つの府 を除いていずれ も増
加率が平均 を上 回 ってい た。 この よ うに都市が急速 に発 展 した地 域は,京 畿道,'




























































(注)府 の人 口と1940の男女比は資料(8),1935の男 女比 は資料(4)より作成 した。人 口は1940年よ
り前 の数字 も1940年の行 政区.域の人 口に調整 してあるが,1935の男女比は当時の行政区域の
人 口の男女 比であ る。 男女比は女 を100とした男の人 口である。 値 は小数点第二 位で四捨五
入 してあ る。
また興南 邑の1930・1935の数字は資料(5),1940の数字 は資料(8)によ った。 この1935年と
1940年の数字:が大 きく違 うのは,こ の間行政区 の拡張 があ った可能性 があ るが確 認で きてい
ない。 な將,元 山府は現在は江原道 に編入 され てい る。
平 安商道及 び威 鏡両道に限 られて いた のである」8)。
その京畿道 ・平安道と威鏡道の都市 もそれぞれ人 口増加の構造が相違してい
る。先 に道 別人 口の ところで現われた両地域の 男女比 の違 いが,都 市別 に見る
とさらには っき り現われ てい る。京城府や平壌府は 男女比が100に近 い値 を示
してい る一 方で,清 津府 ・奥 歯邑 は著 しい男性超過 を見 せている19〕。 京城府 ・
清 津府 ・興 南邑 といずれ も著 しい人 口の増加 を示 してい る ものの,京 城府 や平
18)北部 にはさらに新 都市がい くつか建設 され,急 速 な発 展を見 たが,人 口の絶 対数 としては小 さ
し 、0
19)京畿道 で も仁川 府は男性 人 口が多いが,こ れは仁川府が京城府の外 港で,港 湾労働者の割合が
高い ためであろ う。威鏡 商道の成 典府の男女比が均衡 しているのば,郊 外 の工 業地 区が巽南邑 と
して別 の行政区域 にな っていたため と考 えられ る。同 じく元山府 の男女比 も均 衡 しているが,こ
れは元 山府が威鏡 曲道 の最 南端 の都市で電力地帯や旧満州国境 から離 れているため,日 本に とっ
て開発 のメ リッ トが少なか ったため と思われ る。
1930年代朝鮮内労働力移動について(57)57
壌 府 と威鏡道の都市 の人 口流入 の要 因が違 っていたのであ る。 これについては
後 に分析 され る。
また,京 畿道 と北部 で都市が発達す る一方,南 西都 では都市 があま り発達 し
なか った ことも明 らか になる。慶尚道 には二つ の大 きな都市 があ るが,そ れ以
外の南西部 の都市は規模 が小 さい。光州府 ・全州府 ・大 田府 はいずれ もそれぞ
れ の道 の道 庁所在 地で,そ の道の なか で最大 の都市 ではあるが,ど れ も人 口は
5万 内外であ る。忠清北道 に至 っては道 内に府は な く,最 大 の都市 は清州 邑で,
資料(8>によると1940年現在 の人 口は34,411人であった。 さ らに南西部 の都市 の
性 比の数 字 を見てみ ると,男 性の比率が100を下回 ってい る都市が 多 く,こ こ
か ら青壮年層 の男性人 口の流出が起 こった ことがわか る。す なわ ち,南 西部 で
は,農 村 だけでな く,都 市か らも人 口の流出が見 られた のである。 しか しこの
流 出が,日 本 ・満 州 ・朝鮮内の どの地域 に どの程度向か うものであったかを特
定す る ことはで きない。 ここでは,農 村か らだけ でな く,こ れ ら地方 中小都市
か らも朝鮮 内大都市 へ労働 力が移動 した可能性が あった ことが示 され るに とど
まる。 これ は,そ の性 比の数字が1930年代後半 になって特 に落 ち込 んでいる こ
とか ら,あ る程度裏付 け られ るであ ろう。 これ ら南西部中小都市は,後 背地 の
農村部 の貧 困に呼応 して,都 市 も衰 退 してい った もの と推測 され るが,こ の分
析 は今後 の課題 である。
この地域 による都市 の発達 の違 いは,さ らに表10によ り明確 となる。 これ に


















































(注)各 道 の比 率の左側は都市人 口に府 の人 口のみを入 れた数 字で,右 の()内 は人 口3万 以
上 の邑 と面 も含 めた数字 である。資料⑧ よ り作成 した。数字 は小数点第二位 で四捨五入 して
ある。
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より,表の左側に示 した京畿道 ・平安商道及び威鏡両道で都市人 口の比率が高
く,右側の南西部諸道で都市人口比率が著 しく低いことがわかる。南西部地域
は,釜 山を擁する慶尚商道を除いて,いずれ も比率は10駕以下である。釜山は,
日本国内と朝鮮半島 ・中国大陸 との結節点 として,戦前の日本にとって重要度
の高かった港湾都市であるが,そ れでも表9で 示されたように,京 畿道や北部
の都市ほ どの人 口の吸引力はなかった。
また,京 畿道 ・平安商道及び威鏡両道は高い都市人口比率を示 しているが,
その人口増加の構造の違いが表10によって一層明瞭になる。威鏡道の場合,道
人 口に対する分子に,府 だけでなく人口三万以上ρ邑の人口を含めると,都市




った。 こうして多数の新興工業都市に分散して人口が流入 した と考えられる。
しかしこれ らの新興人口集積地域は,前 項で示されたように著 しく男性の比率
が高く,したがって地域の産業が鉱工業や港湾業務に奇形的に特化 した都市で
あったことが伺われる。
一方,京 畿道と平安商道には威鏡道とは違って人 口三万以上の邑は存在 して
おらず,分 子に府の人口のみを含めた数字だけで,す でに都市人 口比率が高い
値 を示している、このことは,こ れらの地域では威鏡道 とは逆に,流 入人 口






の地域の工業化は既存の都市の存在 と大 きく関わっていたことがわかる。 この
1930年代朝鮮内労働力移動について.(59)59
工:業化は既存の都市への人 口の流 入の引 き金 とな った と考 えられ る。 こ うして
都 市の規模 が拡大す るにつれ て,消 費財工 業や,直 接物 を生 産 しない 商業 ・建
設 業 ・運送業 な どの都市 が生 む労働が ふえた。 さらに都 市の なか で新 しく中小
企 業 も成長 し.ていワた ことが堀氏 によ り明 らか に されてい る(堀1988)。
Vお わ り に
以上の分析により,1930年代朝鮮内労働力移動の特色は,日本からの資本が
集中 して担入された北部の工業地帯及び京城府や平壌府周辺に、人口流入が集
中 したことと言えよう。農民層分解が進んで大量の過剰人 口が堆積 していた南
西部の米作地帯から,成鏡道,京 畿道,平 安南道への労働力移動が工業化の開




る(松 本1988)。すなわち,南 西部 の米作地帯への資本投入は農業人 口を過
剰化させる一方で,富農的経営を可能にさせた側面 もあったが,工業化に伴 う
資本投入はこの過剰人口を,そ してこの地域での蓄積の可能性を奪い去 ったと
言 えよう。 これは言い換 えると,この地域は人 口密度の高い地域であった もの
の,こ の地域の人口は,大 きな都市をこの地域で生み出すことなく,遠隔地の
都市の膨張の要因となったといえよう。








接 人 口流入 を招来 した。即 ち,こ こでは既 存の都市 の ように都市の中 での ミク
ロな社会的分業 が確立す る前 に,Hブ ロ ック大の市場 に直結 した マ クロな分業
が構築 され た と言 え るのではないだ ろうか。また,一 方 で既存 の都市 における
ミクPな 社会 的分業 も,そ れ 自体 が孤立 した形で 自生的 な発展 を遂げ るわけで
はない ことが重要 であ ろう。 ここで言 うミクロな社会的分業 は,相 対的 自律性
を持 ち得 るに して も,マ クロな分業の一分肢 を為す のであ り,両 者 は別個 に存
在 してい るのではない。 したが って ここで問題 となるのは,こ の一体 とな った
関係性,す なわ ち後者の変化 に伴 って現れ る,後 者 の一分肢 としての前者 の変
化であ る。1930年代の朝鮮の工業化は新 しい分業体制 の構築 であ った。 これは,
一方では新都市 を構築せ しめ,他 方 では既存 の都市 を変容 させた。 この変容 と
は如何 な.るものであるのか。 また,そ れ ぞれ の都市 での労働 は円 ブロ ック内で
の分業の如何 なる位置 を占めていたのか。 この把握 には都市の中での ミク ロな
労働力移動,ミ クロな社会的分業 の分 析が必要 とな る。 この分析は,次 回207に
期す るこ ととしたい。
(1991.3.20脱稿)
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